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問合せ

　
船
橋
・
市
川
・
松
戸
・
鎌
ケ

谷
の
４
市
は
、「
東
葛
飾
・
葛

南
地
域
４
市
政
令
指
定
都
市
研

究
会
」
を
設
置
し
て
、
平
成
19

年
度
か
ら
研
究
を
ス
タ
ー
ト
。

　
昨
年
11
月
に
「
最
終
報
告
書

案
」
を
公
表
し
た
後
、
住
民
ア

ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
行
い
、
21
年

３
月
に
「
報
告
書
」
を
ま
と
め

ま
し
た
。

　
４
市
は
と
も
に
、
東
京
に
近

い
住
宅
都
市
と
し
て
発
展
し
、

昭
和
35
〜
55
年
の
20
年
間
に
、

人
口
が
約
３
倍
に
急
成
長
し
た

歴
史
を
持
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
影
響
で
今
後
は
、
急
速

な
高
齢
化
が
見
込
ま
れ
る
ほ

か
、
人
口
急
増
期
に
建
て
た
公

共
建
築
物
が
次
々
に
更
新
時
期

を
迎
え
る
な
ど
、
共
通
の
課
題

を
抱
え
て
い
ま
す
。

20
年
、
30
年
後
の
将
来
に

も
、
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

し
続
け
る
に
は
ど
う
し
た
ら
い

い
の
か･･･

。
共
通
の
問
題
意

識
か
ら
４
市
は
、
合
併
や
政
令

指
定
都
市
（
以
下
政
令
市
）
へ

の
移
行
を
選
択
肢
の
一
つ
と
考

え
て
、
共
同
研
究
を
行
っ
て
き

ま
し
た
。

　
本
市
は
ベ
ッ
ド
タ
ウ
ン
と
し

て
の
性
格
を
持
ち
、
産
業
の
集

積
が
少
な
い
こ
と
か
ら
、
財
政

面
で
は
、
歳
入
に
占
め
る
個
人

市
民
税
の
割
合
が
高
い
傾

向
に
あ
り
ま
す
。

　
将
来
人
口
は
、
平
成
40

年
ご
ろ
ま
で
増
加
し
た
の

ち
、
減
少
し
始
め
る
と
予

測
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
年
代
別
に
み
る
と
、
生

産
年
齢
（
15
〜
64
歳
）
人

口
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で
す

が
、
老
年
（
65
歳
以
上
）

人
口
は
10
年
間
で
約
４
万

人
増
え
て
、
現
在
の
１
・

４
倍
に
達
す
る
見
込
み
で

す
（
表
１
参
照
）。

　
こ
の
た
め
、
今
後
は
税

収
が
あ
ま
り
伸
び
な
い
一

方
、
老
人
福
祉
等
の
費
用

が
急
増
し
て
、
平
成
29
年

度
時
点
で
は
、
老
人
福
祉

（
億
円
）

約84億円のへだたり
が生じる見込み
（平成29年度時）

老人福祉費等
（老年人口の推移と比例）

個人市民税
（生産年齢人口の推移と比例）
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平成19年度

▲老人福祉費等が急増し、税収との間に「へだたり」が生じる
※グラフは、平成19年度を「０」とした場合の推移
※老人福祉費等＝老人福祉費＋生活保護費＋各種繰出金（国民健康保険・老人保健・介護保険）

24年度 29年度 34年度 39年度

老年人口と関連のある費用と税収との比較（船橋市）

船橋市の人口構成の推移

0

10

20

30

40

50

60

70

１２万人

５１万人 ５4万人
５９万人 ６１万人 ６１万人
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８万人 ５万人８万人

１1万人
７万人

15万人
６万人３万人

４０万人

平成２０年

３６万人

昭和６０年

４1万人

平成７年

３９万人

平成3０年
（推計値）

０～１４歳 １５～６４歳 ６５歳以上 総人口

40万人

平成４０年
（推計値）

▲平成20～30年の10年間で、65歳以上の人口が1.4 倍に

（
万
人
）

船橋市

松戸市

市川市

鎌ケ谷市

人口48万4千人

人口59万7千人
人口47万5千人

人口10万6千人

■　面積：224.48k㎡（20年10月。国土地理院）
■　人口：166万2千人（21年5月。常住人口）
■　東京駅から25キロメートル圏内

※研究は４市で行いましたが、この枠組みでの合併を前提とはしていません

ひとつの市として見た4市

　仮に合併し政令市になった場合の、新市の方向
性としては、①住宅都市という性格を残しつつ、
必要な施設整備等を行って、より「住む人に選ば
れる街」を目指す方向性と、②大規模な都市基盤
整備や産業誘致等を通じて、中枢性の高い大都市
を目指す方向性の２つが考えられます。
　これについて、住民アンケートで意見を聞いた

ところ、船橋市の場合、①の方向性が42.9パー
セント、②が9.8パーセント、①②の両立を目指
すべきいう回答（③）が27.6パーセントでした。
　従来型の政令市に近い大都市を望む②③の意
見も、少なからずありましたが、「最終報告書案」
で提案した①の方向性を肯定する意見の方が多い
結果になりました。

　昨年11月、4市の20歳以上の市民千人ずつ、計4千人を無作
為に抽出して、4市研究の「最終報告書案」へのご意見を聞く
アンケートを実施しました。回収率は43.2パーセント、計1,726
件のご意見をいただきました（船橋市分は387件）。

Ｑ 目指すは、住む人に選ばれる住宅都市？
中枢機能の集まる大都市？

４市住民アンケート❶

船橋市

０％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

４市全体

42.9

44.4

9.8

11.2

27.6

26.5

16.8

15.1

2.8

2.8

住宅都市としての魅力向上に重点を置くべき（①）
中枢都市機能の集積に重点をおくべき（②）
将来負担が増すとしても①②の両方を追求すべき（③）
わからない　　　　　無回答

ふ
な
ば
し
の

　未
来
を
考
え
よ
う
！

　
少
子
高
齢
化
や
地
方
分
権
の
進
展
な
ど
で
、
社
会
が
大
き
く
変
化
す
る

中
、
市
で
は
、
合
併
や
政
令
指
定
都
市
へ
の
移
行
を
選
択
肢
の
一
つ
と
考

え
て
、
近
隣
４
市
で
共
同
研
究
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
こ
の
研
究
報
告
を

も
と
に
、
将
来
の
ま
ち
づ
く
り
を
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
。

合
併
・
政
令
市
移
行
を
選
択
肢
の
一
つ
と
し
て

急
速
な
高
齢
化
が

　
市
の
財
政
に
影
響
を
及
ぼ
す
？

共
通
の
課
題
を
持
つ

　
　
　「
４
市
」
が
共
同
研
究
を

費
の
伸
び
と
個
人
市
民
税
の
伸

び
と
の
間
に
、
年
間
約
84
億
円

の
「
へ
だ
た
り
」
が
生
じ
る
見

込
み
で
す(

表
２
参
照)

。

合
併
・
政
令
市
移
行
の

　
効
果
と
影
響
は
？

　
仮
に
４
市
が
合
併
す
れ
ば
、

広
域
的
な
行
政
展
開
が
可
能
に

な
り
ま
す
。

　
合
併
後
、
政
令
市
に
移
行
す

る
と
、
県
並
み
の
権
限
が
移
譲

さ
れ
、
区
を
設
置
し
て
、
地
域

の
実
情
に
合
っ
た
政
策
が
行
い

や
す
く
な
る
と
考
え
ら
れ
ま

す
。

　
財
政
面
で
は
、歳
入
が
増
え
、

政
令
市
の
事
務
等
に
要
す
る
経

費
を
、
約
35
億
円
上
回
る
と
見

込
ま
れ
ま
す
。

　
た
だ
し
、
合
併
や
政
令
市
移

行
に
は
、
懸
念
事
項
も
想
定
さ

れ
ま
す（
詳
し
く
は
２
、３
面
）。

　
新
市
の
方
向
性
は
？

　
研
究
会
で
は
、
新
市
の
方
向

性
に
つ
い
て
も
検
討
し
、
人
口

や
経
済
が
「
右
肩
上
が
り
」
の

時
代
と
は
異
な
る
将
来
像
が
必

要
だ
と
考
え
ま
し
た
。

　
そ
し
て
、
住
宅
都
市
と
い

う
４
市
の
性
格
を
残
し
つ
つ
、

160
万
人
と
な
る
市
民
の
多
様
な

力
を
生
か
し
て
、
生
活
の
質
を

向
上
さ
せ
る
こ
と
で
、「
住
む

人
に
選
ば
れ
る
街
」
で
あ
り
続

け
る
方
向
性
を
提
案
し
ま
し
た

（
詳
し
く
は
２
、３
面
）。

表1

表2
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札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

川崎市

横浜市

浜松市
名古屋市大阪市堺市

神戸市

福岡市

北九州市

広島市
岡山市 京都市

新潟市

静岡市

（2）

広
域
的
な
行
政
が
可
能
に

　
合
併
す
る
と
、
今
の
市
境

を
越
え
て
、
市
立
の
学
校
や

公
共
施
設
が
利
用
で
き
る
よ

う
に
な
る
ほ
か
、
防
災
や
災

害
時
の
危
機
管
理
、
道
路
の

整
備
や
土
地
利
用
、
環
境
保

全
等
の
面
で
も
、
広
域
的
な

取
組
み
が
行
い
や
す
く
な
り

ま
す
。

合
併
で

　
行
財
政
が
ス
リ
ム
化

　
合
併
す
れ
ば
、
管
理
部
門

の
業
務
は
一
本
化
が
可
能
で

す
。
ご
み
焼
却
施
設
等
も
建

て
替
え
時
期
や
規
模
を
考
え

な
が
ら
、
統
合
し
て
い
く
こ

と
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

　
職
員
や
議
員
等
の
人
件
費

の
削
減
も
併
せ
て
見
込
め
る

こ
と
か
ら
、
行
財
政
の
ス
リ

ム
化
が
期
待
で
き
ま
す
。

政
令
市
移
行
で

 

市
の
自
立
性
が
高
ま
る

　
政
令
市
に
な
る
と
、
県
並

み
の
権
限
を
持
っ
て
、
地
域

の
実
情
に
合
っ
た
政
策
を
市

の
判
断
で
行
い
や
す
く
な
り

ま
す
。

　
例
え
ば
、
国
道
（
一
部
を

除
く
）
と
県
道
の
管
理
や
、

市
立
小
・
中
学
校
の
教
員
の

採
用
・
異
動
の
権
限
な
ど
で

す
。

　
ま
た
、
児
童
相
談
所
が
市

の
機
関
に
な
る
こ
と
で
、
児

童
福
祉
や
若
者
支
援
の
施
策

を
総
合
的
に
展
開
し
や
す
く

な
る
と
期
待
さ
れ
ま
す
。

財
源
の
充
実

　
財
政
面
で
は
、
政
令
市
に

移
行
し
た
場
合
、
地
方
交
付

税
や
宝
く
じ
収
益
金
等
に
よ

り
、
約
100
億
円
歳
入
が
増
加

し
、
移
譲
さ
れ
る
事
務
の
経

費
等
を
差
し
引
く
と
、
約

35
億
円
の
余
剰
が
生
じ
る
見

込
み
で
す
。

※
こ
の
ほ
か
、
道
路
財
源
分

と
し
て
も
歳
入
増
（
約
100
億

円
）
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、

国
県
道
関
連
の
事
業
費
等
が

必
要
な
ほ
か
、
国
直
轄
事
業

負
担
金
や
県
債
償
還
金
の
負

担
額
が
現
段
階
で
は
分
か
ら

な
い
た
め
、
試
算
か
ら
は
除

外
し
て
い
ま
す

区
制
度
を
活
用
し
た

　
　 
身
近
な
サ
ー
ビ
ス

　
政
令
市
に
な
る
と
、
行
政

区
（
以
下
区
）
が
で
き
、
区

役
所
を
置
く
よ
う
に
な
り
ま

す
。

　
一
般
的
に
区
の
規
模
は
10

〜
20
万
人
程
度
で
あ
る
た
め
、

人
口
約
60
万
人
の
本
市
に

と
っ
て
、
政
令
市
へ
の
移
行

は
、
区
制
度
を
活
用
し
て
行

政
単
位
を
小
さ
く
す
る
と
い

う
側
面
も
持
っ
て
い
ま
す
。

　
具
体
的
に
は
、
住
民
票
等

の
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
ほ
か
、

福
祉
等
の
身
近
な
サ
ー
ビ
ス

も
多
く
の
場
合
、
区
役
所
で

受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま

す
。

　
ま
た
、
区
役
所
を
拠
点
と

し
て
、
地
域
活
動
の
支
援
や

地
域
で
支
え
あ
う
仕
組
み
づ

く
り
を
進
め
て
い
る
事
例（
北

九
州
市
）
等
も
あ
り
ま
す
。

都
市
ブ
ラ
ン
ド
効
果
や

　

　
政
策
実
現
力
の
向
上
も

　
政
令
市
に
な
る
と
市
の
知
名

度
や
イ
メ
ー
ジ
が
向
上
し
、
長

期
的
に
は
、
い
わ
ゆ
る
「
都
市

ブ
ラ
ン
ド
」
が
形
成
さ
れ
る
こ

と
も
期
待
さ
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
県
を
介
さ
ず
国
と
直

接
交
渉
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地

域
に
合
っ
た
政
策
の
実
現
性
も

高
ま
る
と
期
待
さ
れ
ま
す
。

合
併
・
政
令
市
移
行
で

期
待
さ
れ
る
こ
と
は

Ｑ 合併・政令市移行に
賛成？反対？

Ｑ ７つの柱の重要度

政令市とは・・・？４市住民アンケート❷

４市住民アンケート❸

　近隣市と合併して政令市を目指すことについて、
「賛成」と「どちらかといえば賛成」を合わせた『賛成』
の割合は、船橋市で54.2パーセント、４市全体で
は62.1パーセント。一方、『反対』の割合は、船橋
市で29.9パーセント、４市全体では24.7パーセン
トでした。

　７つの柱について、「大いに重要」と「やや重要」
を合わせた『重要』と思う割合は、柱⑥（安全）と柱
⑤（環境）が特に高く、ともに９割近くに上りました。
　一方、柱①（市民力）は、他に比べて低い結果（５
割強）でした。

■要件は？
　政令市（指定都市）とは、法律上は「政令
で指定する人口50万以上の都市」のことです。
法律上は50万以上ですが、実際には「100万
以上」、または「現在80万以上で将来100万に
なる見込みの市」が指定されてきました。
　近年は、国の合併支援策で、「大規模な合併
の場合は70万以上」でも指定されるようにな
り、静岡市・浜松市・新潟市・岡山市などの
70～80万規模の政令市が誕生しています。

■性格は？
　人や産業が集まる大都市には、特有のニーズ
があり、高度で多様な機能が求められることか
ら、一般の市とは別の制度が作られました。
　県とほぼ同等の権限をもつ政令市は、現在の
法制度の上では、もっとも自立した都市（市）
といわれています。

無回答
1.0％

船橋市

どちらかと
いえば反対
17.8％

反対
12.1％

わからない
14.7％ 賛成

22.7％

どちらかと
いえば賛成
31.5％

無回答
0.8％

４市全体

どちらかと
いえば反対
16.3％

反対
8.4％

わからない
12.4％

賛成
29.8％

どちらかと
いえば賛成
32.3％

無回答
0.2％

市川市

どちらかと
いえば反対
21.2％

反対
11.0％

わからない
14.2％ 賛成

22.2％

どちらかと
いえば賛成
31.2％

無回答
1.6％

松戸市

どちらかと
いえば反対
17.7％

反対
6.7％

わからない
12.8％ 賛成

23.7％

どちらかと
いえば賛成
37.4％

無回答
0.4％

鎌ケ谷市

どちらかと
いえば反対
10.0％

反対
4.9％

わからない
8.9％

賛成
46.5％

どちらかと
いえば賛成
29.3％

全国の政令市
（平成21年４月現在・18市）

① 「７つの柱」の実行を通じて、「住宅都市としての魅力の向上」
を目指します
② 住みたい・住み続けたいと思われる街になることで、「人口の
増加」を促し、「市財政の改善」を図ります
③さらに強力に「７つの柱」を実行し、良循環を引き起こします

柱⑥安全

柱⑤環境

柱④産業

柱③WLB

柱②教育

柱①市民力

０％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

柱⑦行政

67.8

63.4

33.2

41.1

34.9

21.4

47.3

21.8

25.6

36.4

38.6

41.0

32.8

32.2

3.7 0.7 2.4 3.6

3.7 0.9 2.7 3.8

17.4 2.5 5.7 4.7

10.0 1.8 4.2 4.3

11.0 2.1 6.3 4.7

23.1 13.74.1 5.0

8.6 1.3 6.7 4.0

大いに重要 やや重要 あまり重要でない
全く重要でない わからない 無回答

▼目指す姿は、
市民と行政が役割分担を進
め、市民にとって成果の高
い効率的な行財政経営が実
践されている状態
【施策例】
市民提案を採り入れた事業企
画、シティセールスなど

持続的な都市の成長を
支える、スリムで質の
高い、開かれた行政

7

▼目指す姿は、
防犯・交通安全・危機管理
対策、医療の充実が図られ
ることで、多くの市民が安
心して暮らしている状態
【施策例】
地域防犯の強化、歩行者の
安全確保の推進、ＢＣＰ（事
業継続計画）の策定など

徹底した安全と
高い安心を保障する都市

6

▼目指す姿は、
市民と行政が協力して、今
ある良好な自然を守り育て
るとともに、地球規模の課
題について、身近なところ
から活動し続けている状態
【施策例】
江戸川～三番瀬の水辺の
ネットワーク保全など

良好な自然環境・
地球環境と共生する都市

5

や若者にとっ
働きやすい
ークライフ
ランス都市

柱３

生活をより良く
する産業を
創造する都市

柱４

上

持続的な都市の
成長を支える、
スリムで質の高い、
開かれた行政

柱７

政令市
県とほぼ
同等の権限
人口100万～
（70万～）

中核市
【現在の船橋市】
保健所を設置
人口 30万～

特例市
人口 20万～

一般市
人口 5万～

県の事務権限
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歳入 歳出

地方交付税
50億円増

政令市
事務の経費等
59億円増

財源移譲
14億円増

宝くじ収益金
30～45億円増

歳入 歳出

道路財源
100億円増

国県道の
維持管理費用
10億円増

（平成25年合併と仮定して試算。合併10年後の影響額）

（平成27年移行と仮定して試算。移行10年後の影響額）

■合併の影響（新市・中核市）

■政令市移行の影響

歳入 歳出

地方交付税
の変更等
35.1億円減

中核市事務
の経費等が
29.5億円増

人件費等の
削減

65億円減

（道路関係以外）

（道路関係）

歳入も歳出も同程度減り、スリム化
はされるがメリットは見込めない。

35億円程度の余剰が生じる見込み

国直轄事業負担金や
県債の負担分が、現
段階では算定困難

（3）

 

合
併
で
地
域
へ
の
　
　

　
　
愛
着
が
薄
れ
る
？

　
４
市
が
合
併
す
る
場
合
は

「
新
設
合
併
」
と
な
っ
て
、
市

の
名
前
も
変
わ
る
可
能
性
が

高
い
た
め
、
親
し
ん
で
き
た

「
船
橋
市
」
と
い
う
名
前
が
な

く
な
る
こ
と
で
、
地
域
の
文

化
や
連
帯
感
が
失
わ
れ
、
地

域
へ
の
愛
着
が
薄
れ
る
の
で

は
な
い
か
？
と
心
配
す
る
声

が
聞
か
れ
ま
す
。

 

サ
ー
ビ
ス
水
準
が

　
　
下
が
る
の
で
は
？

　
合
併
で
市
役
所
が
な
く
な

る
地
域
は
不
便
に
な
る
の
で

は
な
い
か
、
各
市
の
事
業
を

統
一
す
る
際
に
、
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
水
準
が
下
が
っ
た
り
、

負
担
が
増
え
た
り
す
る
の
で

は
な
い
か
、
と
い
う
懸
念
も

あ
り
ま
す
。

※
合
併
の
方
式
や
新
市
の
名

称
、
市
役
所
の
位
置
、
事
務

事
業
の
調
整
方
針
等
は
、
合

併
協
議
会
で
決
め
ら
れ
ま
す
。

合
併
す
る
場
合
に
は
、
住
民

の
意
見
を
反
映
さ
せ
な
が
ら
、

十
分
に
協
議
す
る
こ
と
が
必

要
で
す

 

住
民
の
声
が

　
届
き
に
く
く
な
る
？

　
４
市
が
合
併
す
る
と
、
市

議
会
議
員
の
数
は
165
人
（
４

市
合
計
）
か
ら
72
人
以
下
に

減
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
市

民
の
声
が
届
き
に
く
く
な
る

の
で
は
な
い
か
、
と
い
っ
た

こ
と
も
心
配
さ
れ
ま
す
。

備
費
や
維
持
管
理
費
、
公
債

費
負
担
等
が
増
大
し
、
健
全

な
財
政
運
営
を
難
し
く
す
る

危
険
が
あ
り
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
政
令
市
の
制
度

自
体
が
、
権
限
に
見
合
う
財

源
を
確
保
で
き
る
も
の
な
の

か
、
地
方
分
権
や
道
州
制
な

ど
の
流
れ
の
中
で
、
今
後
ど

の
よ
う
に
変
わ
っ
て
い
く
の

か
な
ど
、
注
意
し
て
見
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 

財
源
面
の
懸
念
は
？

　
道
路
関
係
で
は
、
国
直
轄

事
業
の
負
担
金
や
、
移
譲
さ

れ
る
国
県
道
に
関
わ
る
県
債

の
負
担
分
等
、
現
段
階
で
算

定
困
難
な
部
分
が
あ
る
た
め
、

留
意
が
必
要
で
す
。

　
ま
た
、
一
時
的
に
は
、
電
算

シ
ス
テ
ム
の
統
合
や
区
役
所
整

備
等
の
費
用
が
か
か
る
ほ
か
、

政
令
市
に
移
行
す
る
際
の
県
と

の
協
議
の
結
果
が
大
き
く
影
響

す
る
「
県
単
独
事
務
事
業
」
の

経
費
も
必
要
と
な
り
ま
す
。

 

合
併
は
財
政
状
況
の

　
　
良
い
市
に
不
利
？

　
合
併
は
「
財
政
状
況
の
良

い
市
に
と
っ
て
不
利
な
の
で

は
？
」
と
の
心
配
も
あ
り
ま

す
。

　
こ
の
４
市
の
場
合
、
財
政

力
の
強
さ
や
債
務
の
額
な
ど

に
若
干
の
違
い
は
あ
り
ま
す

が
、
高
齢
化
な
ど
の
将
来
に

向
け
た
課
題
は
一
致
し
て
い

る
た
め
、
長
期
的
な
視
点
で

の
判
断
が
必
要
と
考
え
ら
れ

ま
す
。

　
合
併
の
是
非
を
検
討
す
る

際
に
は
、
具
体
的
な
デ
ー
タ

を
公
表
し
、
各
市
の
市
民
が

市
の
将
来
に
つ
い
て
、
財
政

面
も
含
め
て
考
え
ら
れ
る
よ

う
に
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

 

健
全
な
財
政
運
営
が

　
　
　
危
う
く
な
る
？

　
政
令
市
移
行
の
準
備
段
階

で
は
、
市
と
県
が
協
議
し
て
、

県
か
ら
市
に
引
き
継
ぐ
事
務

を
決
め
ま
す
が
、
そ
の
際
に

は
、
移
譲
を
受
け
る
事
務
権

限
と
、
財
源
措
置
と
の
バ
ラ

ン
ス
に
留
意
が
必
要
で
す
。

　
ま
た
、
大
都
市
に
ふ
さ
わ

し
い
風
格
を
求
め
て
、
無
理

な
開
発
や
大
規
模
な
都
市
基

盤
整
備
な
ど
を
行
う
と
、
整

合
併
・
政
令
市
移
行
で

懸
念
さ
れ
る
こ
と
は

財政への効果と影響

● 「160万
まんにんりき

人力」とは、新市に暮らす市民のパワーを表します。
● 「生活創造都市」とは、市民生活がより幸せになる新しいライフス
タイルを提案する都市を表します。
 160万人の市民と行政がともに力を発揮することで、市民生活のより
良い質を追求する都市を実現していこうと提案しています。

▼目指す姿は、
市民が地域で助け合い、市
民の力がまちのにぎわいを
生み出している状態
【施策例】
区を活用した地域活動支
援、地域ケアシステム、プ
ロスポーツの創設、文化を
育むまちづくり など

160万人の市民力で
支えあい創造する都市

1

▼目指す姿は、
子どもから大人まで質の高
い教育・学習機会に恵まれ、
学ぶことが生きがいと成長
につながっている状態
【施策例】
中高一貫教育、総合的な若
者支援、大学等と連携した
生涯学習など

一人ひとりの成長を
支援するひとづくり都市

2

▼目指す姿は、
ワークライフバランス（仕
事と家庭の調和）の取組み
が進み、働く意欲のある市
民が働き続けている状態
【施策例】
「はばたけ！人材センター」
の開設、保育の拡充など

女性や若者にとっても
働きやすい ワークラ
イフバランス都市

3

▼目指す姿は、
生活の質の向上に関わる企業
が連携・集積し、イノベーショ
ン（革新）を生み出し、市民
生活を豊かにしている状態
【施策例】
ＱＯＬ（生活の質を向上さ
せる）産業の創出・育成、
農作物の販路拡大など

生活をより良くする
産業を創造する都市

4

人口の
増加

160万人の
市民力で
支えあい

創造する都市

柱１

一人ひとりの
成長を支援する
ひとづくり都市

柱２

徹底した
安全と

高い安心を
保障する都市

柱６

女性や
ても働
ワー
バラ

柱

市財政
の改善

住宅都市
としての
魅力の向上

良好な
自然環境・
地球環境と
共生する都市

柱５

　4市は、多くの政令市と比べると、産業の集積や都市
機能の面では見劣りがします。しかし、160万人を超え
る市民の多様な力が生かされれば、新市にとっての大き
な強みとなります。
　そこで研究会では、市民が誇りに思えるまち、市民の
力が生きるまちをつくるために、新市が力を入れて取り

組むべき「７つの柱」を考えました。
　「７つの柱」を実行することで、住宅都市としての魅力を
高め、住む人に選ばれる街となり（人口の増加）、市の財政
が改善して、さらに「７つの柱」を実行する･･･という良循
環を引き起こして、「160万人力の生活創造都市」という将
来像の実現を目指してはどうかと提案しています。

７つの柱 を実行して将来像の実現を・・・

160万人力の生活創造都市 を提案！
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市
が
将
来
に
わ
た
っ
て
必
要

な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
、
住
み

よ
い
都
市
で
あ
り
続
け
る
た
め

に
は
、
ど
う
す
れ
ば
い
い
の
で

し
ょ
う
。

　
研
究
会
で
は
、「
３
つ
の
選

択
肢
」
を
想
定
し
て
、
２
年
間

に
わ
た
る
共
同
研
究
の
結
果
を

整
理
し
ま
し
た
。

選
択
肢
Ⅰ

「
合
併
せ
ず
に

　
　
　各
市
が
努
力
す
る
」

　
合
併
し
な
い
場
合
の
財
政
推

計
の
結
果
、
各
市
と
も
高
齢
化

等
の
影
響
で
厳
し
い
将
来
が
予

測
さ
れ
ま
し
た
が
、
今
回
の
共

同
研
究
で
は
掘
り
下
げ
て
い
ま

せ
ん
。

　
行
財
政
改
革
等
を
進
め
る
こ

と
で
ど
こ
ま
で
対
応
で
き
そ
う

か
な
ど
、
各
市
で
さ
ら
に
検
討

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

選
択
肢
Ⅱ

　「
合
併
す
る
」

　
４
市
が
合
併
す
る
と
新
市
の

人
口
は
160
万
人
を
超
え
、
全
国

５
位
の
規
模
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
船
橋
市
が
中
核
市
で

あ
る
た
め
、
新
市
も
中
核
市
に

な
り
ま
す
。

　
合
併
の
効
果
と
し
て
は
、
広

域
的
な
行
政
展
開
等
が
見
込
ま

れ
ま
す
が
、
規
模
が
大
き
く
な

る
こ
と
に
よ
る
様
々
な
課
題
や
、

合
併
後
の
サ
ー
ビ
ス
水
準
な
ど

を
心
配
す
る
声
も
あ
り
ま
す
。

　
財
政
面
の
試
算
で
は
大
き
な

メ
リ
ッ
ト
は
見
出
せ
ず
、ま
た
、

一
時
的
に
は
、
今
回
の
試
算
の

ほ
か
に
、
合
併
の
経
費
等
が
必

要
に
な
り
ま
す
。

　
合
併
の
メ
リ
ッ
ト
と
デ
メ

リ
ッ
ト
に
つ
い
て
は
、
様
々
な

見
方
が
あ
り
、
研
究
や
議
論
を

深
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

選
択
肢
Ⅲ

「
合
併
後
、
政
令
市
に

　
　
　
　
　
　
移
行
す
る
」

　
合
併
に
は
、「
選
択
肢
Ⅱ
」

で
述
べ
た
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ

リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
が
、
政
令

市
に
移
行
す
る
と
、
多
く
の
事

務
が
県
か
ら
移
譲
さ
れ
て
、
県

並
み
の
権
限
が
市
に
与
え
ら
れ

ま
す
。

　
財
政
面
で
は
、
道
路
財
源
や

宝
く
じ
収
益
金
、
地
方
交
付
税

　「
160
万
人
力
の
生
活
創
造
都

市
」
と
い
う
将
来
像
は
、
政
令

市
に
な
れ
ば
実
現
さ
れ
る
と
い

う
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

新
市
が
「
７
つ
の
柱
」
に
沿
っ

た
政
策
を
進
め
る
際
に
は
、
政

令
市
の
権
限
や
区
制
度
、
都
市

ブ
ラ
ン
ド
等
が
少
な
か
ら
ず
役

に
立
つ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、「
合

併
後
、
政
令
市
に
移
行
す
る
」

と
い
う
選
択
肢
は
、
４
市
の
将

来
像
を
実
現
す
る
上
で
、
有
効

に
機
能
す
る
可
能
性
が
高
い
だ

ろ
う
と
、
研
究
会
で
は
考
え
ま

し
た
。

等
に
よ
り
、
財
源
の
充
実
が
期

待
さ
れ
ま
す
。

　
こ
の
結
果
、
市
の
裁
量
の
幅

が
広
が
り
、
地
域
の
実
情
に
応

じ
た
施
策
を
、
自
主
的
か
つ
戦

略
的
に
進
め
る
こ
と
が
可
能
に

な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
４
市
の
共
同
研
究
は
、「
報

告
書
」
の
取
り
ま
と
め
を
も
っ

て
終
了
し
ま
し
た
。

　
船
橋
市
で
は
今
年
度
、「
出

張
説
明
会
」
や
「
市
民
懇
談

会
」
を
開
催
し
て
、
市
民
の
皆

さ
ん
に
研
究
結
果
等
を
お
知
ら

せ
し
、
議
論
の
促
進
と
ご
意
見

の
把
握
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　
ま
た
、
４
市
の
研
究
で
は
踏

み
込
め
な
か
っ
た
次
の
よ
う
な

課
題
に
つ
い
て
も
、引
き
続
き
、

研
究
や
検
討
を
行
っ
て
い
く
こ

と
が
必
要
で
す
。

今
後
の
検
討
課
題
等

▼
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
の

よ
り
深
い
研
究

　
特
に
、
他
市
の
事
例
な
ど
を

参
考
に
、
課
題
や
対
応
策
等
に

つ
い
て
の
研
究
が
必
要
で
す
。

▼
財
政
影
響
額
に
関
す
る
情
報

収
集
や
再
試
算
等

　
地
方
交
付
税
等
の
制
度
に
変

更
が
あ
れ
ば
、
再
試
算
が
必
要

で
す
。
ま
た
、「
算
定
困
難
」
と

し
た
負
担
等
に
つ
い
て
も
、
引

き
続
き
情
報
収
集
が
必
要
で
す
。

▼
合
併
の
組
合
せ
の
検
討

　
今
回
の
４
市
は
「
研
究
の
た

め
の
組
合
せ
」
で
し
た
。
先
に

進
む
場
合
は
、
改
め
て
「
合
併

の
組
合
せ
」
を
決
め
、
合
併
協

議
会
等
で
具
体
的
な
協
議
を
進

め
な
が
ら
、
そ
の
組
合
せ
で
の

合
併
の
是
非
を
判
断
し
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

▼
新
市
の
名
前
や
市
役
所
の
位

置
、
市
民
負
担
や
サ
ー
ビ
ス
水

準
の
調
整
方
法
の
検
討
等

　
合
併
の
方
式
（
編
入
か
新
設

か
）
等
と
と
も
に
、
合
併
協
議

会
の
段
階
で
協
議
し
て
い
く
課

題
と
な
り
ま
す
。

問 企画調整課☎ 436-2461

市民懇談会の
市民委員を募集します

　
地
域
の
集
ま
り
な
ど
に
出
向
い
て
、
市
の
現
状

や
将
来
、
政
令
市
に
関
す
る
研
究
結
果
な
ど
を
職

員
が
説
明
し
、皆
さ
ん
の
ご
意
見
を
う
か
が
い
ま
す
。

問 

企
画
調
整
課
☎
436
・
２
４
６
１

出
張
説
明
会
を
開
催
し
ま
す

□
対
象
市
内
在
住
・
在
勤
・

在
学
の
原
則
10
人
以
上
の
団

体
　
日
時
年
末
年
始
を
除
く

午
前
９
時
〜
午
後
９
時
の
間

の
２
時
間
以
内
（
㈯
㈰
㈷
も

可
）
※
時
間
は
30
分
以
上
か

ら
受
付
。
業
務
の
都
合
に
よ

り
伺
え
な
い
場
合
も
あ
り
ま

す
　
会
場
市
内
で
申
請
者
が

手
配
（
個
人
宅
は
不
可
）　

費
用
無
料
　
申
込
み
開
催
希

望
日
（
第
１
〜
３
希
望
の
う

ち
、
最
も
早
い
日
程
）
の
20

日
前
ま
で
に
、
団
体
名
、
代

表
者
の
住
所
・
氏
名
・
電
話

番
号
、
第
１
〜
３
希
望
の
日

時
、
会
場
、
参
加
予
定
人
数

を
書
い
て
、
企
画
調
整
課

（
〒
273

－

8501
※
住
所
不
要

436
・
２
０
５
８ 

kouiki
@
city.funabashi.chiba.
jp

）
へ

　船橋市では、合併・政令市移行の課題や期
待、市の将来的な方向性などについて、市民
の視点で意見を述べ、協議していただくため
に、「市民懇談会」の委員を募集します。
□対象市の将来的なあり方やまちづくりに関
心のある市内在住の18歳以上で、市役所で
開催する会議（平日夜または㈯㈰を予定）に
出席できる方　募集人数３人　期間10月～
22年１月※月１回程度。報酬あり　申込み９
月４日(金)（必着）までに、住所、氏名、年
齢、電話番号、性別、勤務先（学校名）と
応募の動機（800字以内）を書いて企画調整
課（〒273-8501※住所不要　 436-2058
kouiki@city.funabashi.chiba.jp）へ

「
３
つ
の
選
択
肢
」

　
研
究
会
の

　
　
　
　
考
え
方
は
　

４
市
の
共
同
研
究
は
終
了

市
民
と
と
も
に
考
え
る
段
階
へ

パンフレットを
配布しています

　 下 記 の
場 所 で 配
付 し て い
るほか、郵
送 で も お
配 り し て
います。

□配布場所市役所11階行政
資料室、船橋駅前総合窓口セ
ンター、各図書館・出張所・
公民館ほか

Ｑ 共同研究の認知度

３つのケースにおける
歳入・歳出の比較

Ｑ 今度取り組むべき課題は？

４市住民アンケート❹

　4市の研究について知っていた人は約3割、知
らなかった人が約7割でした。

　今後各市で取り組むべきことは、「合併や政令
市移行のメリット・デメリットについてのより深
い研究」が５割弱で最も高く、次いで、「市民か
らの意見収集・市民へ情報提供」が約2割でした。

無回答
2.1％

船橋市

知らな
かった
65.9％

知って
いた
32.0％

船橋市

０％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

11.4

４市全体

12.7

10.9

8.3

46.5

45.4

19.6

19.8

各市間のサービス・
負担の比較などの研究

合併相手の組合せについて研究

合併や政令市移行のメリット・
デメリットについてのより深い研究

市民からの意見収集・
市民への情報提供など

その他

特にない

わからない
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財政試算の結果（３面左欄）をもとに、①合併
しない場合、②合併する場合、③合併後政令市に
移行する場合の３ケースについて、収支（繰入金
を除いた歳入合計から歳出合計を差し引いたも
の）予測を算出しました。 
ただし、この試算には、合併や政令市移行時に
一時的にかかる経費（区役所整備費等）や、県と
の移譲協議の結果が大きく影響する「県単独事業」
等の経費、道路関係の歳入・歳出は含んでいません。

網掛けは、収支がプラスになる部分

収支は、平成 32年度頃ま
でほぼマイナス。その後プ
ラスに転じる見込み 

❶合併しない場合（４市合計）

❷合併する場合（新市・中核市）

❸合併後、政令市に移行する場合

（平成 25年度合併と仮定して試算） 

行財政はスリム化するが、
収支の傾向は、合併しない
場合とあまり変わらない 

合併

（平成25年度合併、27年度移行と仮定して試算） 

政令市移行後は、歳入・
歳出ともに増え、収支は
プラスに転じる見込み 

政令市

合併

「
160
万
人
力
の
生
活
創
造
都
市
」
へ
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